
（平成２２年７月２８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

山口厚生年金 事案 813 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の両申立期間に係る標準報酬月額の記録は、平成６年７月及び８

年５月については 16 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認め

られる。 

また、申立期間②の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成６年７月 

② 平成８年５月 

社会保険事務所（当時）の記録では、有限会社Ａに勤務していた申

立期間①に係る標準報酬月額が 15 万円となっているが、当時の給与明

細書では 17 万円の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料が給与から控

除されている。 

また、株式会社Ｂに勤務していた申立期間②については、標準報酬

月額が 15 万円となっているが、当時の給与明細書では 16 万円の標準

報酬月額に見合う厚生年金保険料が給与から控除されている。 

両申立期間について、厚生年金保険料の控除額に見合う標準報酬月

額の記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立人は、両申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てている

が、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料



 

  

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定するこ

とになる。 

２ 申立人の申立期間①に係る標準報酬月額については、申立人の所持す

る有限会社Ａに係る平成６年７月分の給与明細書及び同社が提出した同

年７月分の賃金台帳において確認できる報酬月額から 16 万円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

当時、有限会社Ａが社会保険事務を委託していたとする社会保険労務士

は既に他界しているため申立期間①当時の状況について資料及び供述を

得ることができず、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

 ３ 申立人の申立期間②に係る標準報酬月額については、申立人の所持す

る株式会社Ｂに係る平成８年５月分の給与明細書において確認できる報

酬月額及び保険料控除額から 16 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

株式会社Ｂが提出した申立人に係る「健康保険厚生年金保険被保険者資

格取得確認及び標準報酬決定通知書」及び「健康保険厚生年金保険被保

険者資格喪失確認通知書」の写しから確認できる標準報酬月額が、オン

ライン記録上の標準報酬月額と一致していることから、事業主は、給与

明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け

出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

山口厚生年金 事案 814 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 33 年３月１日から同年 10 月１日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ事業所における資格取得

日に係る記録を同年３月１日に訂正し、同年３月から同年９月までの標準

報酬月額を 9,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32 年 11 月 27 日から 33 年 10 月１日まで 

私は、昭和 32 年 11 月 27 日にＡ株式会社Ｂ事業所に採用され、入社

後、同社Ｂ事業所Ｃ係へ配属された。 

私が同社Ｂ事業所に勤務していたことは、同社人事部に人事記録が

残っていることから間違いない。 

しかし、厚生年金保険被保険者資格の取得日は昭和 33 年 10 月１日

となっており、勤務の実態に合っておらず納得できない。申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 勤務内容に係る申立人の具体的な供述及び同僚の供述から判断すると、

入社日の特定はできないものの、申立人が申立期間において、Ａ株式会

社Ｂ事業所に勤務していたことは、認められる。 

また、申立人は昭和 33 年３月１日に雇用保険被保険者資格を取得し

ていることが確認できるところ、申立人が記憶する同僚が保管する同年

分源泉徴収票を検証すると、雇用保険の一般被保険者資格を取得した月

の給与から雇用保険料が控除されているとともに、当該月に係る厚生年

金保険料が翌月の給与から控除されていることが確認できる上、Ａ株式

会社の現在の人事担当者は、「申立人の同僚から提出された源泉徴収票



 

  

から、申立期間当時、当社Ｂ事業所においては、雇用保険の一般被保険

者資格を取得した日の属する月の翌月の給与から、当該取得月に係る厚

生年金保険料を控除していたと判断せざるを得ない。」と述べており、

申立人について、厚生年金保険被保険者資格の取得日を誤って届け出た

ことを認めている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち、昭和 33 年

３月１日から同年 10 月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

さらに、当該期間における標準報酬月額については、申立人の同社Ｂ

事業所における昭和 33 年 10 月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の

記録から、9,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行

については、事業主は、申立人に係る被保険者資格の取得日を昭和 33

年３月１日とすべきところ同年 10 月１日と誤って届出を行ったことを

認めていることから、事業主が資格取得日を同年 10 月１日として届け、

その結果、社会保険事務所(当時)は、申立人に係る同年３月から同年

９月までの厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

  ２ 申立期間のうち、昭和 32 年 11 月 27 日から 33 年３月１日までの期間

については、当時の同僚が保管する失業保険被保険者資格取得届による

と、当該同僚は採用から約数か月間を経過した後に雇用保険の一般被保

険者資格を取得していることが確認できるところ、事業主は、従業員別

の資料は残っておらず、申立人についても詳細は不明としながらも、

「当時、現地採用の従業員は臨時に使用する者として、当初は日給の日

雇い雇用であり、その後約３か月間において勤務状況などを考慮した上

で本採用にしていたようだが、本採用となるまでの期間については厚生

年金保険に加入させておらず、給与から厚生年金保険料の控除も行って

いなかったと思う。」と供述していることから判断すると、申立人は当

該事業所に採用されてから雇用保険の一般被保険者資格を取得した昭和

33 年３月１日までの期間については、厚生年金保険に加入させていな

かったことがうかがえる。 

    このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



 

  

山口厚生年金 事案 815 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35年９月ごろから 37年３月ごろまで 

 私は、昭和 35 年８月 31 日にＡ事業所を退職し、すぐに正社員としてＢ

株式会社Ｃ事業所に入社し、婚姻の１か月前の 37 年３月ごろまでの期間

において勤務した。 

 同社Ｃ事業所では、練炭の袋詰め及び製品の乾燥機からの取出しなどの

業務に従事した。 

 同社Ｃ事業所に勤務していた私の兄及び私の姉には厚生年金保険の被保

険者記録が確認できるのに、私には厚生年金保険の被保険者記録が無いこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の記憶する申立期間当時の業務内容及び複数の同僚の供述から判断

すると、勤務期間の特定はできないが、申立人がＢ株式会社Ｃ事業所に勤務

していたことが推認できる。 

しかし、複数の同僚の供述から、申立期間当時のＢ株式会社Ｃ事業所の従

業員数は約 100 人であったと推認できるところ、同社Ｃ事業所に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿から昭和 35 年９月当時の厚生年金保険の被保険

者数は 64 人であったことが確認できることから判断すると、申立期間当時、

申立事業所は、従業員について、必ずしも全員を厚生年金保険に加入させて

いたとは限らない状況がうかがえる。 

また、前述の被保険者名簿から、申立期間当時、厚生年金保険の被保険者

記録が確認できる複数の同僚の厚生年金保険被保険者資格の取得時期と、そ

れぞれが供述する勤務開始時期が一致していないことから判断すると、当時、

申立事業所では、厚生年金保険に加入させていた従業員についても、必ずし



 

  

も入社と同時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない状況がうかがえ

る。 

さらに、Ｂ株式会社Ｃ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、

申立人の名前は無く、健康保険の整理番号に欠番は無いことから、申立人の

記録が欠落したとは考え難い。 

加えて、法人登記簿によると、Ｂ株式会社Ｃ事業所は、昭和 39 年４月 21

日にＤ株式会社として分離独立後、平成５年３月 31 日に解散、同年７月 10

日に精算結了している上、当時の事業所長は既に亡くなっており、Ｅ株式会

社Ｆ本社は、「当時の資料は無いため不明である。」と回答していることか

ら、申立人の申立期間に係る勤務状況、厚生年金保険の加入状況及び厚生年

金保険料の控除等について確認できる関連資料及び供述を得ることはできな

い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

山口厚生年金 事案 816 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 21年 10月１日から 23年 12月 15日まで 

私は、Ａ株式会社本社の昭和 21 年 10 月１日付けの辞令で、同社Ｂ出張

所に勤務を命じられ、給与計算及び社会保険事務以外の総務関係の業務に

従事していた。 

Ａ株式会社Ｂ出張所在籍中にＣ事業所採用試験に合格したので、昭和 23

年 12 月 16 日からＣ事業所職員として勤務したが、同日までの期間はＡ株

式会社Ｂ出張所に継続して勤務していたと記憶している。 

私が申立期間においてＡ株式会社Ｂ出張所に勤務していたことは間違い

無いので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した昭和 21 年 10 月１日付けのＡ株式会社の採用辞令及び 23

年 12 月 16 日付けのＣ事業所採用辞令並びに申立人の供述から判断すると、

申立人が、申立期間において、Ａ株式会社Ｂ出張所に勤務していたことはう

かがえる。 

しかしながら、申立人が名前を覚えている同僚や事業主は既に死亡してい

ることから、申立人の申立期間に係る勤務実態、厚生年金保険の加入状況及

び厚生年金保険料の控除等について確認することはできない。 

   また、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたことを確認できる給与明細書、源泉徴収票等の関連資料は

無い。 

さらに、Ａ株式会社Ｂ出張所は、事業所索引簿の最終頁に健康保険の整理

記号「Ｄ」として、記載されていることが確認できるが、Ａ株式会社Ｂ出張

所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿は確認できない上、オンライン



 

  

記録においてＡ株式会社Ｂ出張所は厚生年金保険の適用事業所に該当してい

なかったことが確認できるところ、事業所索引簿によると、当該整理記号

「Ｄ」は、申立期間後の昭和 24 年７月１日に厚生年金保険の適用事業所に

該当することとなったＥ株式会社の健康保険の整理記号として使用されてい

ることが確認できることから判断すると、Ａ株式会社Ｂ出張所に健康保険の

整理記号「Ｄ」が付された後、何らかの事情により同事業所から従業員に係

る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届の提出が行われなかったことが

うかがえる。 

加えて、事業所索引簿において、Ｅ株式会社は昭和 26 年６月 28 日に厚生

年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、商業登記簿は既に廃棄され

ている上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において厚生年金

保険の被保険者記録が確認できる者は死亡又は連絡先不明であることから、

Ａ株式会社Ｂ出張所と同社の関連及び申立人の勤務実態等について確認する

ことができない。 

また、事業所索引簿において、Ａ株式会社Ｆ支店が厚生年金保険の適用事

業所に該当することとなったのは昭和 23 年５月１日であることが確認でき

るところ、Ａ株式会社Ｆ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人の氏名は確認できず、健康保険の整理番号に欠番も無いことか

ら、申立人の厚生年金保険の被保険者記録が欠落した事情はうかがえない上、

前述の事業所索引簿において、Ａ株式会社Ｆ支店は同年 11 月 1 日に「Ｇ」

へ名称を変更した後、24 年６月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当し

なくなっており、当時の事業主も死亡していることから、申立人の申立期間

当時の勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除等につ

いて確認することができない。 

さらに、事業所索引簿において、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業所

に該当することとなったのは昭和 22 年７月１日であることが確認できると

ころ、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

人の氏名は確認できず、健康保険の整理番号に欠番も無いことから、申立人

の厚生年金保険の被保険者記録が欠落した事情はうかがえない。 

なお、前述の被保険者名簿において、昭和 23 年８月 1 日から 24 年５月１

日までの期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚は、「当

時、Ａ株式会社は主に、全国にあるＨ事業所系列の工場施設内で土木建設を

請け負っていたが、24 年５月ごろ倒産した。」と述べているところ、Ｉ株

式会社Ｊ事業所の担当者は、「Ｊ事業所は、昭和 21 年 12 月１日付けのＫ指

令により操業が停止され、指令が解除される 25 年８月までの期間において

は事業を行っておらず、施設等の新設や修繕等は実施していない。」と回答

しているものの、Ａ株式会社の当時の代表者は既に死亡し、同社に係る商業

登記簿は既に廃棄されているため当該事情を確認することはできない。 



 

  

   このほか、申立内容を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

山口厚生年金 事案 817    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間について、厚生年金保険の被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 63年９月 27日から平成９年５月１日まで 

「ねんきん定期便」を確認したところ、Ａ株式会社で勤務していた申立

期間について、預金通帳から確認できる給与の振込額と標準報酬月額が相

違していることが分かった。 

申立期間について、実際の給与振込額に見合う標準報酬月額に訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ株式会社の入社時の給与は、53 万円から 55 万円であり、オ

ンライン記録上の標準報酬月額と相違しているとして、申立期間のうち、給

与振込額が確認できる平成３年 12 月 10 日から８年７月 25 日までの期間に

係る預金通帳を提示して標準報酬月額を訂正するよう申立てているが、当該

預金通帳からは、「キュウヨ」として 44 万 670 円から 70 万 917 円までの金

額が振り込まれていることが確認できるものの、厚生年金保険料の控除額に

ついて確認することはできない。 

  また、オンライン記録から、Ａ株式会社において、申立期間当時、厚生年

金保険の被保険者記録が確認でき、社会保険関係及び経理を担当していたと

する上司及び複数の同僚は、「申立人については、毎月の給与に年間賞与相

当額の 12 分の１の額を加算して支給していた。年２回（６月と 12 月）の賞

与支給時には毎月支給した賞与相当額の精算払いをしていた。毎月支給する

給与からは、賞与相当額加算前の給与額に基づき決定された標準報酬月額に

見合う厚生年金保険料額を控除しており、毎月支給した賞与相当額からは厚

生年金保険料を控除していなかった。」と供述している。 



 

  

   さらに、申立人は、給与明細書等の申立期間に係る厚生年金保険料の控除

が確認できる資料を保持していない上、Ａ株式会社は、平成 11 年５月 28 日

に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、申立期間当時の賃金

台帳、源泉徴収票等の関連資料の提供が得られないことから、申立人の申立

期間における報酬月額及び厚生年金保険料の控除額について確認することが

できない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

山口厚生年金 事案 818（事案 241の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年 10月から 39年３月ごろまで 

私は、叔母の紹介により、Ａ事業所に昭和 37年６月に入社した。 

Ａ事業所の社長に勧められて軽四輪自動車の運転免許を取得し、昭和 38

年９月又は同年 10 月ごろ、株式会社Ｂの工場近くにあるＣ学校で、約１か

月間において、テレビやラジオの修理に関する研修を受けた。その研修が

あった翌年３月ごろ、一身上の都合でＡ事業所を退職した。しかしながら、

社会保険事務所（当時）の記録では、私が厚生年金保険被保険者の資格を

喪失したのは 37年９月となっている。 

前回の申立ての際には運転免許証の写ししか提出できなかったが、今回、

Ａ事業所に在職中の写真が見つかったので、再度申立てることにした。 

私が申立期間において当該事業所に勤務していたことは間違いないので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い上、Ａ事業所

には人事記録等が保存されておらず、申立期間当時、Ａ事業所において厚生

年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同僚及び事業主から申立人の勤

務期間を特定できる供述は得られず、オンライン記録及びＡ事業所に係る健

康保険厚生年金保険被保険者原票等から、当該事業所は厚生年金保険の適用

事業所として、健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届、喪失届及び算定

基礎届を適切に行っていたことがうかがわれることなどから、既に当委員会

の決定に基づき平成 21 年１月 16 日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言

えないとする通知が行われている。 



 

  

   申立人は、今回の申立てに当たり、新たに、前回の申立てにおいて昭和 38

年の９月又は 10 月ごろに受けたと述べたＣ学校での研修の際に撮影された

とする写真の写しと、撮影日が明らかでない社内旅行の写真の写しを提出し

ているが、Ｃ学校において撮られたとする写真の撮影日は 36 年 10 月 30 日

とされていることから、これらの写真から申立人が申立期間において勤務し

ていたことを認めることはできず、申立人が申立期間において申立事業所に

勤務し、事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことを確認

することはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

山口厚生年金 事案 819 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29年６月１日から 30年 11月１日まで 

私は、昭和 28 年４月にＡ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）Ｃ支社のＤ部

に入社し、58年４月の退職までの期間において継続して勤務した。 

しかし、昭和 28 年 11月から 29 年５月までの期間が厚生年金保険の被保

険者期間とされているにもかかわらず、引き続き各漁場における幹部とし

て勤務した申立期間が厚生年金保険の被保険者期間とされていないことは

納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述及び申立人が保管している申立期間を含む申立人の勤務

場所（漁場）、勤務期間及び当該漁場の責任者を示す資料から判断すると、

申立人が申立期間当時、Ａ株式会社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ株式会社Ｅ出張所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚 32 人については、適

用事業所名簿において、Ａ株式会社同出張所が厚生年金保険の適用事業所に

該当しなくなった昭和 29 年６月１日付けで全員が同被保険者資格を喪失して

いることが確認でき、Ａ株式会社Ｃ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿によると、このうち、申立人を含む 29人が 30年 11月１日（二人は昭

和 30 年９月１日と 32 年１月１日）に、Ａ株式会社Ｃ支社において同被保険

者資格を再度取得していることが確認できる。 

また、当該同僚 29 人について、Ａ株式会社Ｃ支社において厚生年金保険被

保険者の資格を取得するまでの期間において、厚生年金保険の被保険者記録

は確認できない上、同僚の一人は「Ａ株式会社Ｅ出張所が厚生年金保険の適

用事業所に該当しなくなった後、昭和 30 年８月末日までの期間においてＡ株



 

  

式会社の各漁場で幹部として勤務したが、この間、給与から厚生年金保険料

は控除されなかったと記憶している。当時、漁場に勤務する者の厚生年金保

険の事務はＡ株式会社の各漁場で行っており、厚生年金保険の適用事業所で

はなかった漁場があった。厚生年金保険の適用事業所に該当していた漁場で

あっても、勤務者の厚生年金保険の加入については事務担当者の判断で行わ

れていたようであり、幹部全員が厚生年金保険に加入していたとは言えな

い。」と述べており、申立人が記憶する同僚も、「当時、Ａ株式会社の各漁

場に勤務していた幹部の全員が、厚生年金保険に加入していたわけではなか

ったようだ。」と述べている。 

 さらに、同社Ｃ支社に臨時雇いで入社し、同社の漁場の幹部となったが、

Ａ株式会社Ｃ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、昭和

28 年４月から 31 年８月までの期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確

認できない同僚は、「昭和 28 年４月から 31 年８月までの期間において、厚

生年金保険の被保険者とされておらず、同年９月１日から厚生年金保険の被

保険者とされていることについて、Ａ株式会社Ｃ支社の事務担当者に理由を

直接聞いたところ、『各漁場における幹部は厚生年金保険に加入させていな

い。したがって、厚生年金保険料も給与から控除していない。』と明確に説

明してくれたので納得している。」と述べている。 

加えて、適用事業所名簿において、Ａ株式会社Ｃ支社は平成 12 年に厚生年

金保険の適用事業所に該当しなくなっており、株式会社Ｂは申立期間当時の

関連資料を保管しておらず、申立人の申立期間における勤務実態、厚生年金

保険の加入状況及び厚生年金保険料の控除等について供述を得ることができ

ない上、申立人は、給与から厚生年金保険料が控除されていたことを示す給

与明細書等を所持していない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

なお、適用船舶所有者名簿において、Ａ株式会社Ｅ出張所は船員保険の適

用事業所ではなかったことが確認できるとともに、同社Ｅ出張所が所在して

いたＦ県Ｇ郡において船員保険の適用事業所に該当していたことが確認でき

る同社Ｈ出張所、同社Ｉ出張所、同社Ｊ出張所及び同社Ｋ出張所に係る船員

保険被保険者名簿において申立人の氏名は確認できず、同社Ｃ支社に係る船

員保険被保険者名簿においても申立人の氏名を確認することはできない。 

 

 

 



 

  

山口厚生年金 事案 820（事案 520の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年４月１日から 37年６月１日まで 

私は、昭和 36 年３月に高等学校を卒業してすぐ同年４月からＡ職とし

てＢ事業所に就職したのに、厚生年金保険被保険者資格の取得日が 37 年

６月１日であることに納得できない。 

私が昭和 36 年４月から当該事業所で勤務していたことは、Ｃ協会主催

の勉強会で一緒になった同級生が知っているので、再度調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主が保管する申立人に係る履歴書、健康保険厚生年金保険被保険者資

格取得確認及び標準報酬決定通知書、雇用保険の被保険者記録及び複数の同

僚の供述から判断すると、申立人が申立期間においてＢ事業所に勤務してい

たことは認められるが、厚生年金保険の被保険者として給与から厚生年金保

険料を控除されていたことを認めることはできないとして既に当委員会の決

定に基づき平成 21年 11月 20日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えな

いとする通知が行われている。 

今回、申立人は、Ｃ協会主催の勉強会で一緒になった同級生の名前を挙げ

て再申立てを行っているが、これら同級生はいずれも申立人とは別の事業所

で勤務していた者であり、申立期間当時の勉強会で申立人と一緒になったこ

とは記憶しているものの、申立人の厚生年金保険の加入及び保険料控除に関

する供述は得られない。 

また、申立人は「Ｂ事業所ではＡ職が厚生年金保険料を集金しており、申

立期間当時、私が全員から徴収していたことを記憶している。」と述べてい

るところ、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間当時、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の者に照会し



 

  

たが、申立期間当時に申立人が厚生年金保険料を集金していたことをうかが

わせる供述は得られない。 

このほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたものと認めることはできない。 

 


